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1 .はじめに

2011年3月 11日に発生した東京電力福島第一原子力発電所(福島第一原発)の事故に伴い、

放射性物質が大気中に放出された。これにより福島県を中心に放射性物質による汚染が広範囲

で発生し、水道水や野菜を中心とした農作物でも放射性物質が検出された。事故の初期は放射

性ヨウ素 (1311)が汚染の主体であったが、半減期が 7日間と短いためその影響は時間の経過と

ともに減少した。その後、汚染の主体は放射性セシウム (134CS、と 137CS;以後、セシウムを

Csと記す)となった。 134CSと137CSの半減期はそれぞれ2年、 31年と長いため長期間の影響が

懸念されている。

農地においては水稲の作付けの可否を明らかにすることが課題となり、 2011年3月末から 4

月上旬に水田土壌の放射能濃度調査が宮城県 14地点、山形県5地点、福島県 165地点(計画的

避難区域 1、緊急時避難準備区域を含む)、茨城県 18地点、栃木県 13地点、群馬県8地点、千

葉県 10地点、神奈川県 5地点、新潟県 5地点で実施された(一部、水田以外の場所を含む)。

土壌中の放射性Cs濃度 (134CSと137CSの合計値)は福島県で 9"-'29，000Bq/kg、福島県以外の

県で検出下限値以下 (ND)"-' 1 ，826 Bq/kgの範囲であった。

農地は食糧を生産する場であり、放射性物質による汚染状況を把握することは、安全な農産

物の供給に不可欠であるとともに、農地の除染など今後の営農に向けた取組みを進めるために

も必要となる O このため、数回にわたり東日本における農地の放射性セシウムの濃度分布図が

作成された。本報告は2011年5月から 8月にかけて、宮城県、福島県、栃木県、群馬県、茨城

県、千葉県において、農地土壌を採取し放射性 Csの濃度を測定することにより、農地の汚染

状況を明らかにするとともに、その面的な分布の把握を行った結果を示した。なお、本調査は

戦略推進費により農環研、福島県を中心に宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県の協力に

よって行われた。

(1規制区域は事故当初は警戒区域・計画的避難区域、緊急時避難準備区域が設定された。そ

の後、緊急時避難準備区域の解除を経て避難解除準備区域・居住制限区域、帰還困難区域に再

編された。本稿では調査時に設定されていた規制区域で示した。)
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2 方法

1)調査方法

2011 年 5 月 23 日 ~8 月 5 日にかけて 355 地点(う

ち福島県201地点)で実施した。

調査対象圃場は水田、普通畑、樹園地または 4

月以降に更新した草地とし、これらの圃場につい

て圃場の対角線の交点となる中心 1点及び中心と

圃場の4隅を結ぶ線上の中間点4点の計5箇所を

土壌採取地点とした(図1)0 圃場の位置は GPS

を用いて決定した。また、同時にNaIシンチレー

ションサーベイメータ等を用いて、調査地点の 1血

および lcm高さにおける空間線量率を測定した。
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園1 試料採取位置の見取り囲

0:採取位置

土壌はライナー付き土壌試料採取器 (5cm径)を用いて 30cm深まで採取した。 レキ層、盤

層などにより 30c血まで採取器を挿入できない場合は、その深度までとした。

2)放射性Cs濃度の測定

採取した土壌試料を深さJlIJ (0~15c皿、 15~20c皿、 20~25c皿、 25~30c血の 4 層)に区分し

た。ただし、樹園地などで作土層がない場合は、 0~5cm、 5~10cm、 10~15cm、それ以下の 4

層に区分した。 1 地点 5 箇所の試料を水田、畑では 0~15cm まで、樹園地では 0~5cm， 5~10cm、

10~15c皿または 0~15c皿をそれぞれ混合し重量を測定した後、簡などを用いて均一にして放

射能濃度測定に供した。土壌中の放射能濃度は「緊急時における食品の放射能測定マニュアル」

(厚生労働省医薬局食品保険部監視安全課 2002)に従い、(独)農業環境技術研究所、目立協

和エンジニアリング(株)および(財)九州環境管理協会においてゲルマニウム半導体検出器

を用いて測定した。測定時間は 1 ，000~10，000 秒とし、試料採取日の濃度に補正して、乾土 lkg

あたりのBqで表示した。また、試料採取日はそれぞれ異なることから、 20日年6月 14日を基

準日として補正した値も同時に示した。

3)農地の放射性Cs濃度分布図

農地の放射能濃度分布図は調査地点の位置情報をもとに、 2011年 6月 14日の基準日の濃度

を地図上にプロットすることで作成した。また、これらの地点に加えて、宮城県で4月1日に

調査した 14地点、福島県で4月 1日に調査した 134地点および4月 15日に調査した26地点、

茨城県で 4 月 1~5 日に調査した 18 地点、栃木県で 3 月 31 日 ~4 月 1 日に調査した 14 地点、

群馬県で4月2日に調査した8地点、千葉県で4月2日に調査した 10地点の結果もプロットし

た。これら調査地点の合計は 579 地点である。 3 月 31 日 ~4 月 15 日の調査では、緯度経度情報

を取得しなかったことから、調査地点の住所に基づいて緯度経度を決定した。

4)農地の放射性Cs濃度推定図

実測したデータにより対象地域全域の分布をカバーすることは困難なため、図 2に示した手

順により放射性セシウム濃度推定図を作成した。具体的には以下の通りである。

調査結果に基づいて、放射性セシウム濃度と空間線量率の回帰直線を作成した。
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土壌圃査

・位置情報

.空間鑓量車

鹿耕地土壇園空間線量率分布図

(航空槍モニ告リングデ-11)

・放射性セシウム温度

空間線量串と放射性セシウム農

度との関係{回帰式) 土壇種額・土地利用目lポリゴ〉の作成
・土地利用(水田・畑、樹園地)-耕起の有無

・土地利用

・土壇の種類

土壇中の放射性セシウム温度園
(農地ゲループ毎の回帰式の適用)

・耕起の有無

・土壊の種頬

(黒ポヲ土壇群、非黒ポウ土壇群)

農地グループ別ポリゴン抽出

4 重ね合わせ
屋地における放射性セシウム濃度推定園

図Z 農地における放射性セシウム温度推定図作成手順
耕起の有無 警戒区域、計画的避難区域を耕起なし、その他の地域を耕起ありとした。

この際に、耕起の有無、土地利用(水田、畑、樹園地)、土壌の種類について考慮した。

空間的分布に関するデータのうち、土壌の種類、農業的土地利用については農業環境技術研

究所が作成した農耕地のデジタル土壌図(高田ら 2009) を利用した(図的。これに基づいて

本地域の土壌を黒ボク土壌群グループ(黒ボク士、多湿黒ボク土、黒ボクグライ土)と非黒ボ

ク土壌群グループ(岩屑土、砂丘未熟土、褐色森林土、灰色台地土、グライ台地土、赤色士、

黄色土、暗赤色土、褐色低地土、灰色低地土、グライ土、黒泥土、泥炭土)に区分した。また、

空間線量率の分布は文部科学省原子力災害対策支援本部より提供を受けた航空機モニタリング

データ(文部科学省 2011)を用いた(図4)。耕起の有無に関する分布情報がなかったため警

戒区域、軒画的避難区域、緊急時避難準備区域(解除前)を「耕起なし」、それ以外の地域を「耕

起あり」とした。

空間分布の解析などにはGISソフトウェア(ArcView Ver 10およびSpatialAna1yst ESRI社)

を使用した。
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乾土の範囲であった。また、検出限界値以上であ

ったサンプルの平均値はそれぞれ312Bq/kg乾土、

2，710 Bq/kg乾土、 238Bq/kg乾土、 516Bq/kg乾土、

217 Bq/kg乾土であった。

調査対象全域の農地土壌中の放射性 Cs濃度の実

誤u値の空間的な分布状況を図5に示した。農地土壌

中の放射性 Cs濃度の実測値は福島県浜通り地方や

中通り地方で高く、その空間的な分布状況は文部科

学省が行っている空間線量率の地上モニタリングの

結果や航空機サーベイの結果と類似の傾向が認めら

れた。

圃 同

=:常tESZL

-一
o ・四一
0 _-1由。守田4 四
-ω-，咽

τ一戸τ-司ーー・ー
福島第1原発から北西方向の警戒区域、計画的避

難区域に 10，000Bq/kg乾土を超える高い放射性Cs濃

度を示す場所が認められ、特に福島第1原発から飯

舘村に至るラインで顕著である。警戒区域、計画的

図5 農地土壇の放射性Cs温度分布図

避難区域以外の地域については以下のように要約できる。福島県中通り北部ではこのラインの

延長方向で高い値が認められ、 5，000Bq/kg乾土を超える農地も認められた。ライン西側でも

1 ，000~5，000Bq/kg 乾土の地点が多く分布している。地点数は減少するものの中通り南部から栃

木県北部にかけても 1，000 ~ 5 ，000Bq/kg乾土の地点が分布している。一方、福島県境に近い宮城

県南部では数地点で 1，000 ~ 5 ，000Bq/kg乾土の地点が認められた。福島県西部の会棒地域では全

般的に 1 ，000Bq/kg 乾土以下であったが、 1 ，000~5，000Bq/kg 乾土の地点が数地点で認められた。

宮城県中部~北部、茨城県、栃木県南部、群馬県および千葉県においては 1，000Bq/kg乾土以下

であった。

2)土壌中の放射性Cs濃度と空間線量率との関係

調査地域の農地を耕起・未耕起、土壌の種類および地目を基に (1)未耕起黒ボク土壌群グル

ープ、(2)耕起黒ボク土壌群グループ、 (3)未耕起非黒ポク土壌群グループ、(4)耕起非黒

ボク土壌群グループおよび (5)樹園地の 5グループに分け、それぞれのグループの土壌中の放

射性 Cs濃度と農地土壌調査の際に測定した 1m高さでの空間線量率との関係を図6に示した

(樹園地のグラフは省略)。また、表2に回帰式を示した。

各グループにおいて、土壌中の放射性 Cs濃度と空間線量率は正の相関関係が認められ、土

壌中の放射性 Cs濃度が増加すると空間線量率が増加することが明らかとなった。この関係性

を詳細に検討した結果、福島第一原発事故以降に農地を耕起した地点と未耕起であった地点と

を比較した際に、同等の土壌中の放射性 Cs濃度であっても空間線量率は耕起した地点の方が

未耕起であった地点よりも低くなった。本結果は、主として耕起土壌と未耕起土壌では放射性

Csの深度分布が異なるため、空間線量率と土壌中濃度との関係性が異なったためと考えられる。

また、火山灰が母材である黒ポク土壌群グループ(黒ボク土、多湿黒ボク土、黒ボクグライ土)

の仮比重は他の土壌群グループ(岩屑士、砂丘未熟士、褐色森林士、灰色台地士、グライ台地

土、赤色土、黄色土、暗赤色土、褐色低地士、灰色低地土、グライ土、黒泥土、泥炭土)
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図6 調査対象地域の鹿耕地土壇園

表2 1m高さの空間線量率と土壌中の放射性セシウム濃度との聞の回帰式

グループ サンプル数 回帰式 寄与率

未耕起一黒ポタ土壌群

耕起黒ボク土壌群

未耕起非黒ボク土壌群

耕起一非黒ボク土壌群

樹園地

25 y = (3.25 x 10.4) x 

69 y=匂92X10.4) x 

79 Y = (5.87X 10.4) X 
112 Y = (3.80 X 10.4) x 

26 Y = (6.84X 10.4) X 
Y; 1皿高さの空間線量串(μs.血}、 X;土壌中の放射性セシウム濃度 (Bqlkg乾土)

0.97 

0.89 

0.91 

0.92 

0.92 

に比べて小さいことが一般的に知られている。その仮比重の違いによる影響等を受けて、同等

の土壌中の放射性 Cs濃度であっても空間線量率は黒ボク土壌群グループの方が非黒ボク土壌

群グループに比べて高かったと考えられる。さらに、樹園地では他の地目に比べて同等の土壌

中のセシウム濃度であっても空間線量率は高い傾向である。樹園地では樹木の樹冠などに付着

している放射性セシウムの間接的な影響を受けていることや耕起されていないことによって他

の地目よりも同等の土壌中の放射性Cs濃度であっても空間線量率は高くなったと考えられる。

回帰直線の傾きは、樹園地>未耕起非黒ボク土壌群グループ>耕起非黒ボク土壌群グルー

プ>未耕起黒ポク土壌群グループ>耕起黒ボク土壌群グループの順であった。なお、各回帰

式の決定係数 (R')は0.89-0.97の範囲であり、グループ分けを行うことで土壌中の放射性Cs

濃度と空間線量率との関係性をより明確に表すことが可能となった。
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3)農地土壌中の放射性Cs濃度推定図

航空機サーベイによる空間線量率図(図4) と表2で示した回帰式を用いて農地グループ別

の土壌中の放射性 Cs濃度図を作成した。農環研が作成したデジタル土壌図(図 3)には農地

ポリゴン(同じ属性を区画した多角形の領域)ごとに土壌分類、農業的土地利用といった属性

情報が付与されているので、これを用いて農地ポリゴンごとに農地グループ分けを行い、対応

する農地グループの土壌中の放射性 Cs濃度図からポリゴンを抽出した。最後に、これらのポ

リゴンを重ね合わせることにより農地土壌中の放射性Cs濃度図を作成した。なお、警戒区域、

計画的避難区域および緊急時避難準備区域に位置する農地については、原発事故以降の作付け

が制限されていたため未耕起であると判断した。その他の地域に分布する農地については全て

耕起をしているものと仮定した。

調査地全域の農地土壌中の放射性セシウム濃度推定図を図 7に示した。

福島第一原発が立地する浜通りで農地土壌中の放射性 Cs濃度は最も高く、次いで中通りお

よび会津地方の順であった。とくに警戒区域および計画的避難区域において農地土壌中の放射

性Cs濃度は高かった。なお、 5，000Bq/kg乾土を超えると推定される農地の95%以上は警戒区

域および計画的避難区域の両区域に集中していた。中通り地方では、土壌中の放射性 Cs濃度

が帯状に高くなる傾向が認められ、その濃度範囲が 1 ，000~5，000 Bq/kg乾土であると推定され

る農地が多かったが、 5，000Bq/kg乾土を超える農地もあった。福島県中通り地方で認められた

帯状の汚染域は宮城県南東部から栃木県の中部にまで達していた(図7)。

福島県において農地土壌中の放射性 Cs濃度区分ごとに分布面積を推定した結果、土壌中の

放射性Cs濃度が5，000Bq/kg乾土を超えると

推定される農地の分布面積は8300haであり、

福島県の田畑の総面積の約6%を占めた。

4 おわりに

作成した放射性 Cs濃度分布図により汚染

状況を概観することが可能になった。しかし、

小面積で分布する地域(ホットスポット等)

を表現することは困難である。このような地

域においては詳細な空間線量率調査を実施す

るなど、空間解像度の向上を図る必要がある。

また、土壌の放射性 Cs濃度の大小が必ずし

も作物中の放射性 Cs濃度へ反映するわけで

はない。塚田ら (2011)は土壌作物系にお

ける放射性核種の挙動についてまとめており、

脚』…一圃刷・・・-篭
目 0・--四円 o.湖、臨調
0・--.圃
回・dー圃

その中で、土壌の粘土鉱物組成は Csの固定 図7 農地土壌の放射性Cs湿度推定固

に深く関与することを示している。佐野ら

(2010)は南東北地方の水田土壌について粘土鉱物組成による類型区分を行い地理的な分布を

示したが、こうした粒径組成や粘土鉱物組成などの情報を整備し放射性 Csの挙動を評価する

必要がある。
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